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教育課程の編成における「個に応じた指導」の在り方
「次期学習指導要領」に向けての展望
The way of “Individualized teaching” in the formation of curriculum
The prospects toward “the next course of study”
三 浦 公 裕
Miura MIURA
Ⅰ 問題の所在
1．新しい学習指導要領から
学習指導要領の改訂は，これまで10年ごとに行われ，次期学習指導要領は平成30年に公示さ
れ，平成32年度から小・中・高等学校と随時開始されることになっている。平成28年8月，中
央教育審議会（以下，「中教審」）の教育課程部会教育課程企画特別部会は，次期学習指導要領
に向けて，これまでの審議をまとめ，文部科学省（2016）から「次期学習指導要領に向けたこ
れまでの審議のまとめ」として発表した。次期学習指導要領では「より良い学校教育を通じて
より良い社会を創る」を目標に掲げ，学校と社会が共有し連携・協働しながら新しい時代に求
められる資質・能力を，子供たちに育む「社会に開かれた教育課程」の実現を目指している。
これからの学校教育は，グローバル化や人工知能（AI）の進化など，社会の加速度的な変化
を受け止め，将来の予測が難しい社会の中でも，志高く未来を創り出していくために必要な資
質・能力を子供たち一人一人に確実に育むことを求められる。
また「何を学ぶか」とともに「何ができるようになるか」・「どのように学ぶ」かが重要視
され，学習内容を深く理解し，社会や生活で活用出来るようになるため，知識の量や質と思考
力の両方が重要とされ，「アクティブ・ラーニング」の視点から学習課程を質的に改善するこ
とを打ち出している。
新しい時代を見据え改訂される学習指導要領に，学校現場で直接子供達の教育を担う教師た
ちからの期待も大きい。しかし一方で，これまでの学習指導要領において推し進められ，多く
の小・中学校で定着してきた「個に応じた指導」が，今後どのように取り扱われるのかが気に
なるところである。学習指導要領が全面改訂される前に，いま一度「個に応じた指導」とは一
体何であったのか，実際に学校現場ではどのように実践されてきたのか。個に応じた指導の経
緯とその取組について検証することは，今後を展望するためにも重要であると考える。
2．「個に応じた指導」から
現行の学習指導要領（2008）では，「個に応じた指導」について「教育課程の実施上の配慮
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事項」として以下のように記してある。
各教科等の指導に当たっては， 児童が学習内容を確実に身に付けることができるよう，
学校や児童の実態に応じ，個別指導やグループ別指導，繰り返し指導，学習内容の習熟の
程度に応じた指導，児童の興味・関心等に応じた課題学習，補充的な学習や発展的な学習
などの学習活動を取り入れた指導，教師間の協力的な指導など指導方法や指導体制を工夫
改善し，個に応じた指導の充実を図ること。
（小学校学習指導要領解説 総則編（第1章第4の2（6））
「個に応じた指導」は現学習指導要領以前より，平成10年度，平成20年度（平成15年度一部
改訂）と2回の改訂を経て，その内容が見直されてきた。また，教職員の加配措置など環境面
の整備にも支えられ，その取組の充実は図られてきている。
次期学習指導要領に向けた中教審のまとめの中では「個に応じた指導」について，
① 子供一人一人の資質・能力の育成を支援する視点に立ち，特別支援教育や日本語の能力
に応じた指導などを教育課程全体にわたって重視する。
② 一人一人の学習課題や進路等に応じて，個に応じた指導やキャリア教育なども重視する。
とある。現行の学習指導要領に示されているように子供たちの学力と学習に対する意欲の低下
を，学習内容の基礎的・基本的な知識と技能の定着から見直し理解と習熟に応じた指導を推進
したり，児童生徒の興味や関心等に応じたりすることで，個に応じた指導は学校現場の中に取
り入れられてきた。児童生徒のより良い学びの場として定着してきたその取組が，今後どのよ
うな形で引き継がれ，新しい学習指導要領のもと，全国の小・中学校で実践されていくのかが
注目されるところである。
そこで本研究では，主に学習指導要領や文科省などからの資料を参考に，「個に応じた指
導」の変遷をたどり，その経緯をまとめることで「個に応じた指導」の学校現場における位置
づけについて，明らかにすることを第一の目的とする。
次に，文部科学省（2011）が報告している「公立小・中学校における教育課程の編成・実施
状況調査（以下，「教育課程の編成・実施状況調査」）の「個に応じた指導の実施状況」の結果
から，小・中学校の取組を分析することで「個に応じた指導」の現状について，明らかにする
ことを第二の目的とした。ちなみに，ここで参考にした「教育課程の編成・実施状況調査」は，
平成15年度から平成27年度までの間に行われた結果を使用する。途中何度か調査項目が変更さ
れ，報告内容に差は見られるが，個に応じた指導の取組や実態を把握する有益な資料である。
そして最後に，全国の小・中学校の現状をもとに，次期学習指導要領に向け「個に応じた指
導」についての在り方を展望していきたいと考えている。
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Ⅱ 「個に応じた指導」の経緯
「個に応じた指導」は表1に示した通り，中教審の答申や学習指導要領の改訂などを経て現
在に至り，その充実を図ってきたといえる。本稿では，平成8年に中教審第一次答申（文部省
1996）が「個に応じた指導」への提言のはじまりと位置づけ，4つの段階に分け，その経緯を
たどりながら「個に応じた指導」の姿を探っていくこととする。
表1 「個に応じた指導」に関する経緯
学習指導要領
（答申・調査など）
内 容 等
平成8年 中央教育審議会（答申）
児童生徒の発達段階に即し，「TT」「グループ学習」「個別
学習」など「個に応じた指導」について提言
平成10年 学校教育に関する意識調査
授業の理解度や学校教育の満足度は学年が上がるにつれ低
下し，個に応じたきめ細やかな教育を示唆
平成10年 中央教育審議会（答申）
理解や習熟の程度に応じ，弾力的に学習集団を編成するな
どの「個に応じた指導」を一層進める必要があると提言
平成10年 学習指導要領（改訂）
基礎基本の定着を図り，個性を生かす教育を充実させ「個
別指導」「グループ別指導」「繰り返し指導」等の推進
平成13年
～17年
第7次公立義務教育諸学校
教職員定数改善計画
少人数指導や習熟度別指導を行うために必要となる教員等
を増加するための教職員定数の改善計画を推進
平成14年
確かな学力の向上のための
2002アピール
個に応じたきめ細やかな指導・発展的な学習で力を伸ばす
指導の実施を推進
平成15年 中央教育審議会（答申）
学習指導要領の「基準性」の明確化と小中学校における発
展的・補充的な学習の例示を示し，「個に応じた指導」の
充実
平成15年 学習指導要領（一部改正）
小学校に学習内容の習熟の程度に応じた指導，小中学校に
補充的な学習と発展的な学習を個に応じた指導の例示を追
加
平成20年 中央教育審議会（答申）
習熟度別指導や少人数指導，発展的な学習や補充的な学習
などの個に応じた指導を必要に応じ外部人材の活用を提言
平成20年 学習指導要領（改訂）
習熟の程度に応じた指導，児童の興味・関心等に応じた課
題学習，補充的や発展的な学習活動を取り入れた指導の充
実
平成22年
児童生徒の学習評価及び指
導要録の改善等について
学習評価を通じて個に応じた指導の充実と学校における教
育活動を組織として改善
平成24年
中学校等の新学習指導要領
の全面実施に当たって
学校全体で，教師間の協同による指導などの指導方法や指
導体制を工夫改善し，個に応じた指導の充実
平成27年
教育課程の編成・実施状況
調査の結果
「個に応じた指導」の実施状況が，補充的な学習が小学校
では9割，中学校では8割を超えていることを報告
平成27年
教職員等の指導体制の在り
方に関する懇談会提言
学校における最適な指導体制に向けた教職員定数の改善に
向けた提言
平成28年 中央教育審議会中間報告
次期学習指導要領改訂に向けたこれまでの審議のまとめ
（素案）を公表
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1．第Ⅰ期 「個に応じた学習」 その模索から 平成8年から平成13年
平成8年7月，当時の文部省（1998）は中教審答申等（21世紀を展望した我が国の教育の在
り方（第一次答申））の中に，これからの学校教育が目指す方向について掲げている。それに
よると，「一人一人の個性を生かした教育の重要性と教育課程の弾力化，指導方法の改善，特
色ある学校づくり」が重要視され，「子供たちの発達段階に即し，『ティーム・ティーチン
グ』・『グループ学習』・『個別学習』など指導方法の一層の改善を図りつつ，『個に応じた指
導』の充実を図る」ことなどが示されていた。
文部省は，平成10年に実施した「学校教育に関する意識調査」で明らかになった「授業の理
解度や学校教育の満足度は学年が上がるにつれ低下する」という結果を重く受け止め，これか
らの教育では基礎・基本を徹底し，自ら学び考える力を育てることを重視し，子供一人一人に
応じたきめ細やかな教育が必要であるとした。そして同年12月に学習指導要領の改訂が行われ，
小学校では「個別指導やグループ別指導」・「繰り返し指導」・「教師の協力的指導」が，中
学校では「個別指導やグループ別指導」に加えて，学習内容の「習熟の程度に応じた指導」な
どが例示され「個に応じた指導」が具体化されるに至った。
しかし当時，小学校では「学習内容の習熟の程度に応じた指導」が，また小・中学校では
「補充的な学習」・「発展的な学習」が必修教科では例示されず，学校によってはこれらの取
組みが，限定的で消極的であるなどとの指摘も多かった。そうした中，平成13年度から17年度
にかけてすすめられた「第7次公立義務教育諸学校教職員定数改善計画」は，少人数指導や習
熟度別学習指導など，きめ細かな指導を行うための教員の加配を目的としたもので，こうした
環境整備が，個に応じた指導の充実へと今後結びついていくこととなる。
平成8年度から平成13年度までの5年間は，個に応じた指導の必要性を打ち出しながら，そ
の指導の在り方や指導の体制について，国も学校現場も模索している時期であったといえる。
2．第Ⅱ期 「個に応じた指導」 明確化と具体性 平成14年度から平成17年度
平成14年1月，文部科学省（2002）は「確かな学力向上のための2002アピール～学びのすす
め～」の中で，学習指導要領の基準性を明らかにするとともに，少人数授業・習熟度別指導な
ど，個に応じたきめ細かな指導を推進し，基礎・基本の確実な定着や自ら学び自ら考える力の
育成を図ることなどを示している。また理解の進んでいる子供に対しては，発展的な学習で力
をより伸ばすこと，学ぶことの楽しさを体験させ学習意欲を高めるなどとした。
平成15年12月の学習指導要領の一部改正が行われ，個に応じた指導の充実のための指導方法
等が示され，小学校では学習内容の「習熟の程度に応じた指導」や「補充的な学習」や「発展
的な学習」などを取り入れた指導，中学校では「補充的な学習」や「発展的な学習」などの学
習活動を取り入れた指導があらためて追加されている。そのことを受け全国の小・中学校では，
個に応じた指導の在り方や具体的な指導方法について研究し，児童生徒の実態に合わせた効果
的な取り組みをすすめていった。
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そのことは平成15年度から文科省によって報告されている「教育課程の編成・実施状況調
査」の「個に応じた指導」の結果からも，その具体的な取組を読み取ることができる。この調
査では，個に応じた指導を「実施形態」・「実施方法」・「実施内容」の3つの項目に分け，
全国の小・中学校の実施状況を報告している。これら3つの項目の意味と，第Ⅱ期（平成15年
から17年度まで）の特徴を示すと以下のようにまとめることができる。
① 「実施形態」とは，学習集団の構成のあり様を分類したもの。
集団を編成すると回答した割合は小学校で半数（15年度57．7％，16年度60．7％，17年度
51．7％）を超えていた。また学級内で集団を編成するが，小学校で45．4％，学級の枠を超え
た集団で編成するは27．3％で，集団構成にも特徴が見られた。
② 「実施方法」とは，「理解や習熟の程度」に応じた指導，または「課題別，興味，関心
別」の指導などに分類したもの。
理解や習熟の程度に応じた指導を行うと回答した小学校は平成15年度で74．2％，16年度と
17年度では80％を超えていた。児童生徒の学習の実態に合った指導を行っていることがわか
る。
③ 「実施内容」とは，「理解や習熟の程度に応じた指導」を行う際，指導内容を「補充的な
学習内容」・「発展的な学習」などに分類したもの。
小学校では「補充的のみ」が平成15年度で23．9％（中学校は12．3％），「補充的＋発展的」
が50．3％（同54．5％）であった。「発展的のみ」は1．3％（同0．6％）に過ぎなかった。
「教育課程の編成・実施状況調査」の調査方法や実施状況の結果から，平成14年度から18年
度にかけての4年間は，「個に応じた指導」の在り方がより明確化され，その取組が第Ⅰ期に
比べさらに具体的になっていることがわかる。
3．第Ⅲ期 「個に応じた指導」 定着と充実を 平成18年度から平成24年度
平成20年1月，文部科学省（2008）は「幼稚園，小学校，中学校，高等学校及び特別支援学
校の学習指導要領等の改善」の中で，学習内容の習熟の程度に応じた指導，児童・生徒の興
味・関心等に応じた課題学習，補充的・発展的な学習活動を取り入れた指導を，教師間の協力
的な指導など指導方法や指導体制を工夫改善し，個に応じた指導の定着と充実を目指した。
そして，子供たちの分かる喜びを学習意欲につなげようと，つまずきやすい内容をはじめ基
礎的・基本的な知識や理解を確実に身に付けることを目的に，必要に応じて外部人材の活用を
積極的にすすめた。また文部科学省（2010）は「小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校
等における児童生徒の学習評価及び指導要録の改善等」の中で，学習評価を通じて，学習指導
の在り方を見直すことや個に応じた指導の充実を図り，学校の教育活動を組織として改善する
など，個に応じた指導の充実を学習評価の観点からも後押している。
続いて平成24年度4月，文部科学省（2012）は中学校（含む特別支援学校中学部）の学習指
導要領が全面実施されるのを前に，「新学習指導要領の全面実施に当たって」の中で，あらた
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めて「個に応じた指導」の充実に努めることを各学校に示した。学校全体で個別指導やグルー
プ別指導，繰り返し指導，学習内容の習熟の程度に応じた指導，生徒の興味・関心等に応じた
課題学習，補充的な学習や発展的な学習などの学習活動を取り入れた指導，教師間の協同によ
る指導などの指導方法や指導体制などに対する工夫改善を期待する内容で，個に応じた指導が
さらに定着し，充実していくことになる。
次に「教育課程の編成・実施状況調査」を見ていくと，平成18年度から24年度にかけて個に
応じた指導を実施すると回答した小・中学校の割合が90％（表2）を超え，多くの小・中学校
で実施していることがわかる。また，平成18年度から「実施形態」の類型として，「複数の教
師が協力して実施」が加わり，集団の編成による少人数指導だけではなく，複数の教師による
指導が明確に位置づけられ，平成23年度以降は学習集団を分けて実施する場合を「少人数指
導」，複数の教師が協力して指導する場合を「TT」と表記している。
以上のことから，個に応じた指導は確実に全国の小・中学校に定着し，学校や児童生徒の実
態にあった取組みが図られ，充実していった様子がうかがわれる。
表2 「個に応じた指導」と「理解や習熟の程度に応じた指導」の実施状況（％）
年 度
個に応じた指導 理解や習熟の程度に応じた指導
小学校 中学校 小学校 中学校
H14年 63．1 64．7
H15年 86．5 86．8 74．2 66．9
H16年 91．3 90．2 81．6 72．3
H17年 91．4 91．1 80．7 73．1
H18年 93．9 94．5 82．7 74．4
H19年 95．5 95．1 85．0 73．9
H21年 90．1 91．9 70．5 66．3
H23年 91．0 92．6 78．0 68．5
H25年 91．5 94．5 82．9 78．9
H27年 94．2 96．4
（注）H27年「理解や習熟の程度に応じた指導」に関する調査結果の記載なし
4．第Ⅳ期 「個に応じた指導」 効果的な活用へ 平成25年から平成27年
平成25年度の「教育課程の編成・実施状況調査」から，多くの小・中学校で個に応じた指導
が引き続き行われていることがわかる。その中で「実施方法」に注目すると「理解や習熟の程
度に応じた指導」が，小学校の82．9％，中学校の78．9％と高い値を示し，特に中学校では前調
査時に比べその増加は著しかった。また，「実施内容」では補充的な学習を取り入れて指導す
るが小学校で65．8％，中学校で60．4％，発展的な学習を取り入れて指導するが小学校で35．1％，
中学校で30．9％と，補充的な学習内容をより多く取り入れて実施していることがわかる。
次に平成27年度の「教育課程の編成・実施状況調査」では，個に応じた指導の実施状況が95％
前後まで増加し，ほぼすべての学校で定着したといえる。「実施形態」では「少人数指導」が
小・中学校ともに67．4％，「TT」が小学校で81．0％，中学校で83．3％であった。特に少人数
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指導やTTを実施する場合は，両者とも「補充的」な学習を取り入れた内容を実施する割合が
高かった（表3）。また，教科別，学年別の実施割合の結果（表7，表8）から，個に応じた指
導に適した学年や，有効な教科などを考慮し，小・中学校が児童生徒の発達段階や各教科の特
性などを十分考えながら，子供たちの実態に見合った効果的な指導をすすめている様子をうか
がうことができる。
表3 個に応じた指導の実施形態（％）［H25年度～27年度］
【小学校】 【中学校】
年度
少人数
指 導
複数の教師が協力
して指導（TT）
実施
校数
少人数
指 導
複数の教師が協力
して指導（TT）
実施
校数
H25年 61．7 77．6 91．5 63．6 78．2 94．5
H27年 67．4 81．0 94．2 67．4 83．3 96．4
Ⅲ 「個に応じた指導」の実施状況と現状
次に，「教育課程の編成・実施状況調査」の「個に応じた指導」に関する結果から，小・中
学校の取組みの実態を分析し，その現状について明らかにする。
この調査では，個に応じた指導を実施するにあたり「年間を通して実施するものだけでなく，
特定の単元等，特定の時期のみ実施するものも含む」と但し書きが記されてある。
1．個に応じた指導の「実施状況」と「実施形態」
まずはじめに，個に応じた指導の「実施状況」について見ていくと，平成15年度の小学校が
86．5％，中学校が86．8％と，年を追うごとに実施率は増加し，平成19年度では小学校が95．5％，
中学校が95．1％となっている（表2）。しかし平成21年度，実施率が低下するが，それは学習
指導要領が改訂され，調査方法が変更されたことが原因と考えられる。その後，平成23年度に
かけ実施率は再び増加し，平成27年度では小学校が94．2％，中学校が96．4％と高い値を示して
いる。この調査結果から個に応じた指導が，時間をかけ全国の小・中学校に浸透し，定着して
いったことがわかる。
次に「実施形態」についてだが，表5に示す通り平成15年度から17年度までは集団の編成と
その編成方法が，実施形態の中心であった。個に応じた指導を行うために集団を編成した小学
校は，平成15年度で57．7％であった。そのうち，学級の枠を超えた集団は27．3％，学級内での
集団は45．4％と，学級内で集団を編成する場合が多く，この傾向は平成16年度，17年度も同様
であった。特に中学校ではその差は著しく，教科担任制や生徒指導上の問題などから，中学校
では，学級の枠を超え集団を編成することが難しかったのではないかと考える。
平成18年度の調査からは複数の教師が実施形態に加わり，個に応じた指導は「少人数指導」
と「複数の教師が協力して指導（以下，「複数教師」）」の2つの形態に，大別されることにな
る。
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また平成25年度の調査では「少人数指導」と「複数教師」の指導形態が明確に定義され，平
成27年度では，「複数教師」を「TT」と表記され，調査が行われた。「複数教師（TT）」によ
る指導では，小学校が平成18年度で64．3％，19年度で67．5％，25年度で77．6％，27年度で81．0％
と増加している（中学校も同様）。
このように個に応じた指導の形態は，最終的には2つの類型にまとまっていくが，学校現場
では学校体制の見直しや指導方法の工夫・改善など，児童生徒にとってより効果的な支援を行
うため努力し続けた様子がわかる。
表4 個に応じた指導の実施形態（類型）の推移
平成15年度
～平成17年度
① 集団を編成し実施 ② 学級の枠を越えた集団を編成し実施
③ 学級内で集団を編成し実施 ④ その他
平成18年度
～平成19年度
① 学級の枠を越えた集団を編成し実施 ② 学級内で集団を編成し実施
③ 集団を分けずに複数の教師が協力して実施 ④ その他
平成21年度
平成23年度
① 学級の枠を越えて学習集団を編成し，それぞれの学習集団を異なる教師が指導
② 1学級を2つ以上の学習集団に分け，それぞれを異なる教師が指導
③ 1学級を単位とし，学級集団を分けずに複数の教師が協力して指導 ④その他
平成25年度
平成27年度
① 少人数
指導を実
施する
㋐ 2学級を3つの学習集団に分けるなど学級の枠を越えて学習集団を
編成し，それぞれの学習集団を異なる教師が指導する
㋑ 1学級を2つ以上の学習集団に分けそれぞれ異なる教師が指導する
② 複数の
教師が協
力する
㋐ 1学級を単位とし学習集団を分けずに複数の教師が協力して指導する
㋑ 1学級内又は学級単位を超えて学習集団を編成し，全部又は一部の
学習集団に対して複数の教師が協力して指導する
③ その他
1人の教師が，個人や学習集団によって異なる課題等を与えるなどの
指導を行う場合
表5 個に応じた指導の実施形態（％）［H15年度～17年度］
【小学校】 【中学校】
年度
集団を
編 成
学級の枠を
超えた集団
学級内で
集団を編成
その他
集団を
編 成
学級の枠を
超えた集団
学級内で
集団を編成
その他
H15年 57．7 27．3 45．4 58．1 64．6 17．5 56．6 44．9
H16年 60．7 30．4 49．1 63．4 67．1 18．3 59．6 47．7
H17年 51．7 28．8 49．0 58．6 54．6 17．5 61．3 45．7
表6 個に応じた指導の実施形態（％）［H18年度・19年度］
【小学校】 【中学校】
年度
学級の枠を
超えた集団
学級内で
集団を編成
複数の
教 師
その他
学級の枠を
超えた集団
学級内で
集団を編成
複数の
教 師
その他
H18年 30．4 51．8 64．3 31．2 19．1 62．5 56．3 18．6
H19年 29．8 52．3 67．5 33．2 18．2 62．3 60．5 16．8
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2．個に応じた指導の「教科別」の実施状況
調査では，平成19年度から「実施教科」について報告され，理解や習熟の程度に応じた指導
を実施している場合の教科，小学校では国語（27．4％）と算数（82．8％），中学校では数学
（65．4％）と外国語（46．2％）が高い値を示していた。ここでは，個に応じた指導の最近の様
子を理解するため，平成25年度と27年度の「実施教科」の結果を参考に検討する。両年度とも
少人数指導とTTによる指導に分けて，実施状況が報告されている（表7，8）。
小学校では，算数の実施率が高く，学年が上がるにしたがって増加し，高学年では50％を超
えていた。また算数の低学年と国語・理科では，少人数指導に比べTTによる指導の実施率の
方が高い値を示している。次に中学校では，数学と外国語の実施率が高く，どちらもTTによ
る指導の方が多く取り入れられている。しかし，数学では学年が上がるにしたがってその差は
縮まっていた。これらのことから，個に応じた指導は教科の特性や児童生徒の発達段階や実態
を配慮し，指導が行われているものと考えられる。
平成27年度の調査では，小学校5年生と6年生の外国語活動の実施状況が報告され，少人数
指導では3．4％，TTでは17．5％と，TTによる指導の実施率が高かった。次期学習指導要領で
は，高学年を対象に外国語が教科として，中学年では外国語活動として取り扱われることが決
まっている。この結果は，今後小学校で外国語の学習を行う際，子供たちの実態に合わせた指
導を効果的にすすめるための指針となるであろう。
表7 個に応じた指導の教科別実施状況（％）（小学校）［上段H25年 下段H27年］
学 年
国 語 社 会 算 数 理 科 外国語活動
少人数 TT 少人数 TT 少人数 TT 少人数 TT 少人数 TT
1学年 2．86．2
17．4
14．7
8．6
16．3
34．7
31．7
2学年 2．95．9
14．7
12．1
13．2
20．5
37．1
35．2
3学年 5．77．6
14．7
11．9
1．3
1．5
4．4
2．7
37．1
43．1
46．8
47．4
1．6
2．3
7．2
5．6
4学年 5．87．6
13．2
10．9
1．2
1．5
4．0
2．3
43．5
49．8
49．6
50．4
1．9
2．9
9．0
7．3
5学年 5．97．9
12．4
10．2
1．3
1．6
3．6
2．0
49．6
55．6
50．4
51．7
3．0
4．1
12．9
10．0
－
3．3
－
17．4
6学年 5．97．7
11．7
9．5
1．4
1．5
3．4
2．0
48．0
53．7
48．5
49．3
2．9
4．3
13．3
10．4
－
3．5
－
17．6
表8 個に応じた指導の教科別実施状況（％）（中学校）［上段H25年 下段H27年］
学 年
国 語 社 会 数 学 理 科 外国語
少人数 TT 少人数 TT 少人数 TT 少人数 TT 少人数 TT
1学年
5．9
7．5
11．6
11．4
2．2
2．9
6．3
5．6
31．0
36．8
45．0
46．1
4．1
5．7
13．4
13．0
22．7
28．2
38．4
40．4
2学年
5．9
7．4
10．6
10．3
2．2
3．1
5．7
5．1
35．8
40．9
40．8
42．9
4．1
5．8
13．0
13．0
24．1
29．3
35．2
37．6
3学年
5．9
7．2
9．0
9．1
2．4
3．1
5．4
5．2
38．2
42．1
39．5
42．1
4．3
5．6
11．4
11．2
25．7
30．2
34．0
37．3
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3．個に応じた指導の「実施方法」と「実施内容」
調査では個に応じた指導の「実施方法」として，「理解や習熟の程度に応じた指導（以下，
「理解や習熟の程度」）」と「課題別，興味・関心別の指導（以下，「課題別，興味・関心
別」）」・「その他」の3つの類型に分けている。
「課題別，興味・関心別」は，平成15年度の小学校で45％を超えていたものの，21年度から
30％を割り，25年度では10％台まで減少し，その後も減り続けていた（資料9）。その傾向は中
学校でも同様であった。それに対し「理解や習熟の程度」は，平成15年度の小学校で72．2％で
あったものが，25年度では82．9％へと増加し，中学校においても平成15年度の66．9％から25年
度の78．9％へと大きくその割合を伸ばしていた。
このことから，今日の小・中学校における「個に応じた指導」とは，児童生徒の実態を考慮
した「理解や習熟の程度」を中心に行われる学習支援であるといえる。
学校現場の教師たちは，日々の学習活動の中で児童生徒の「わかる（わからない）」・「で
きた（できない）」の声に耳を傾け，子供たち一人一人に合わせた，きめ細かな対応を行って
いることがわかる。
表9 個に応じた指導の実施方法（複数回答）
【小学校】 【中学校】
年度 理解や習熟の程度 課題別，興味・関心別 その他 理解や習熟の程度 課題別，興味・関心別 その他
H15年 74．2 45．8 16．5 66．9 31．3 21．0
H16年 81．6 48．5 18．4 72．3 31．6 22．8
H17年 80．7 47．3 17．5 73．1 29．3 23．6
H18年 82．7 47．2 15．4 74．4 29．8 22．4
H19年 85．0 45．9 15．7 73．9 29．8 23．5
H21年 70．5 27．9 14．9 66．3 19．4 25．3
H23年 78．0 24．2 16．1 68．5 16．4 25．2
H25年 82．9 18．3 14．2 78．9 12．5 18．9
H27年 ― 12．3 4．1 ― 11．4 7．0
（注） 平成27年度の「課題別，興味・関心別」・「その他」は少人数指導を実施する場合
「理解や習熟の程度」の内容について，さらに詳しく検討をくわえると，平成15年度から19
年度の5年間，小学校では「補充的のみ」が20％台（中学校は10％台）であったものが，平成
25年度の調査では65．8％（同60．4％）と大幅に伸びている（表10）。原因として調査の回答方
法の変更も考えられるが，それ以上に「理解や習熟の程度」を配慮した指導の小・中学校にお
ける現状は，補充的な学習内容を取り入れて行うものが多く，日常化されつつあると考えるの
が自然である。補充的な学習とは一般に，基礎的・基本的な内容を確実に定着させる学習指導
といえる。この結果は，多くの学校で子供たちが理解できていない学習内容を，これまでに学
習した内容や方法等を振り返えすことで定着を図るよう支援している様子がうかがわれる。
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4．個に応じた指導の現状
「教育課程の編成・実施状況調査」から，全国の小・中学校が「個に応じた指導」に対し，
どのように取り組んできたのかが明らかになった。ここでは，さらに平成27年度の調査結果に
注目し，最新の様子について検討することで，個に応じた指導の現状を明らかにする。
平成27年度の調査によると，個に応じた指導が実施された割合は，小学校で94．2％（中学校
で96．4％）と，ほぼすべての学校で行われていた。実施形態は「少人数指導」・「TT」・「そ
の他」の3つに類型化され，小学校では少人数指導が67．4％，TTが81．0％，中学校では少人
数指導が67．4％，TTが83．3％となっている。また少人数指導とTTの指導については，表7
や表8が示す通り，教科や学年ごとに実施状況が報告され，それらの結果から学校現場の教師
は，教科の特性や児童生徒の発達段階などを十分考慮しながら，より効果的な活用方法を求め
て，努力している様子がわかった。
さらに，少人数指導とTTの具体的な学習内容について見ていくと，小学校で少人数指導は
補充的な学習内容が92．0％，発展的な学習内容が42．5％と，補充的な学習内容を取り入れてい
る割合の方が多かった。一方，TTでは補充的な学習内容が92．2％，発展的な学習内容が26．2％
とその差は大きかった。少人数指導とTTによる指導には，その役割に違いがあり，それぞれ
の特徴と個々の児童生徒の実態を配慮しながら，両者を使い分けていた。
以上のことから，多少限定的な定義となることを許していただけるのであれば，今日におけ
る個に応じた指導の現状は，次のように言うことができる。「個に応じた指導」とは「児童生
徒の発達段階やその他の実態及び教科の特性等を考慮し，主に理解や習熟度の程度に応じた補
充的な内容を中心とした少人数指導やTT等の形態で行われる学習支援」である。
表10 「理解や習熟の程度に応じた指導」を実施している場合の内容別類型（複数回答）
【小学校】 【中学校】
年 度
理解や習熟の程
度に応じた指導
の実施
補充的
のみ
発展的
のみ
補充
＋
発展
理解や習熟の程
度に応じた指導
の実施
補充的
のみ
発展的
のみ
補充
＋
発展
H15年 74．2（86．5） 23．9 1．3 50．3 66．9（86．8） 12．3 0．6 54．5
H16年 81．6（91．3） 22．4 0．7 58．6 72．3（90．2） 12．0 0．5 59．8
H17年 80．7（91．4） 18．9 0．4 61．4 73．1（91．1） 12．0 0．7 60．5
H18年 82．7（93．9） 20．4 0．6 61．7 74．4（94．5） 13．3 0．5 60．7
H19年 85．0（95．5） 21．5 0．5 63．0 73．9（95．1） 13．6 0．4 60．0
H21年 70．5（90．1） 66．3（91．9）
H23年 78．0（91．0） 68．5（92．6）
H25年 82．9（91．5） 65．8 35．1 78．9（94．5） 60．4 30．9
H27年
― （94．2） 補充的 発展的 その他 ― （96．4） 補充的 発展的 その他
少人数 92．0 42．5 4．1 少人数 84．7 40．1 7．0
T T 92．2 26．2 3．5 T T 88．9 23．0 4．8
・（ ）は「個に応じた指導」を実施した割合
・H23年/H25年の内容別類型調査はデータなし
・H27年は「個に応じた指導」を「少人数指導」，「TT」の2つのみを対象として調査結果を報告
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Ⅳ 「個に応じた指導」のこれから 次期学習指導要領への期待
1．子供たちをめぐる現状と課題
ここまで，学習指導要領などの経緯（第Ⅰ期から第Ⅳ）をたどるとともに，実施状況調査等
から実際に学校現場における「個に応じた指導」の実態について明らかにしてきた。全国の
小・中学校では，児童生徒一人一人の能力や特性に応じた指導を行うため，施設設備や人的配
置の不備にも，教職員が一丸となり指導方法の工夫や指導体制等の改善を図ることによって対
応してきた。個に応じた指導は，時代の変化に対応する力（「生きる力」など）を子供たちに
身に付けさせるといった社会の期待や要請に強く影響を受け，また学力や学習意識の低下，さ
らに学力格差など今日的な教育問題の解決策のひとつとして取り上げられてきた。それらの期
待に，学校現場の教師たちは戸惑いながらも，子供たちの可能性を引き出し，個々の能力を伸
ばすための指導形態や方法を研究し，効果的な指導内容を工夫しながら，よりよい学びの場を
求め続け応えてきた。
今後ますます社会の変化は加速度を増し，複雑で予測が困難になるといわれる中，子供たち
を取り巻く環境の変化を見過ごすことはできない。これからの子供たちには，社会の変化にい
かに対処していくかという受け身ではなく，こうした変化を前向きに受け止め，主体的に向き
合って関わり合い，自らの可能性を最大限に発揮し，自らを高めていこうとする態度が求めら
れている。
今年8月 文部科学省（2016）は，「次期学習指導要領等に向けたこれまでの審議のまとめ」
の中で，教育現場における今日的な課題と関連付けなら，子供たち一人一人の成長を支え，可
能性を伸ばすための対策を掲げている。
① 家庭の経済状況などで生じた教育における格差などに対し，個に応じた指導や学び直し
の充実等を通じ，一人一人の学習課題に応じて，育むべき力を確実に身に付けるようにす
る。
② 学習面又は行動面で著しい困難を示す子供たちの増加にともない，一人一人の障害の状
況や発達の段階に応じて，その力を伸ばしていく。
③ 外国につながる子供たちの増加にともない，日本語の能力に応じた支援を受け，学習や
生活の基盤を作っていく。
④ 子供たちが自分のキャリア形成の見通しの中で，個性や能力を生かして学びを深め将来
の活躍につなげるため，興味や関心に応じた多様な学習機会につなげていけるようにする。
以上4つの項目については，今後「個に応じた指導」を推し進めるにあたり，配慮していか
なければならない重要な内容であると考える。
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2．次期学習指導要領への期待
本稿を通して，個に応じた指導が多くの小・中学校に定着していった要因のひとつとして，
人的資源の確保が考えられる。少人数指導やTTなど，子供たち一人一人の実態に合わせきめ
細かな指導が，確実に学習活動の中に浸透していった背景には，教職員定数（加配）の見直し
などの人的資源の確保が大きかったと考えられる。次期学習指導要領は平成32年度から小・
中・高等学校と随時開始される。これまでの築き上げられた実践を，新しい教育課程のもとに
おいても引継ぎ，子供たち一人一人にとってより良い学びの場を提供し続けることは，今後ま
すます求められる。そこでこれからも，個に応じた指導が小・中学校の学習活動の中で，効果
的に進められるために，教職員以外の人材活用について提案したい。
平成27年度の「教育課程の編成・実施状況調査」には，教職員以外の人材活用状況が示され
ている（表11，12）。教職員以外の人材（報酬を受けていない）を活用している小学校は84．1％
（中学校は60．3％）と高い値を示し，多くは教科の指導も行っている。こうした教職員以外の
人材活用は，これからも増え続けることが予想されるが，ここで問題となるのが教職員とそれ
以外の人材たちとの連携の在り方である。現在，教職員以外の人材として地域の方や学生など
によるボランティアが担当していることが報告されているが，両者が積極的に連携し合いなが
ら，チームとして子供たちの支援を行っていくことが重要である。そのためには，学校体制を
見直すとともに，教職員と他の人材とを組織的かつ機能的につなぐことができるコーディネー
ターの役割を担う人材が求められる。
今後，効果的な連携を図るための学校体制とコーディネーターの役割について，全国の実践
校の取組などを検証することで解明していきたい。また，本研究で得られた知見をもとに，子
供たちにとってより効果的な指導方法を解明することで，個に応じた指導の在り方を新しい教
育課程の中にも提案していきたい。
表11 教職員以外の人材（報酬を受ける）の活用状況と活用内容（％）
有り 無し 外 国 語
外国語以
外の教科
道 徳
総合的な
学習の時間
特別活動
小学校 68．0 32．0 67．1 52．9 7．0 29．3 17．2
中学校 59．1 40．9 33．1 45．0 7．7 30．2 13．9
表12 教職員以外の人材（報酬を受けない）の活用状況と活用内容（％）
有り 無し 外 国 語
外国語以
外の教科
道 徳
総合的な
学習の時間
特別活動
小学校 84．1 15．9 12．1 80．7 6．5 74．1 36．5
中学校 60．3 39．7 9．1 39．2 11．5 71．2 28．0
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